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■日本の地方教育行政 戦後日本の教育行政では、都道府県や市区町村ごとの教育委員会

が幅広い権限を握ってきた。ところが、審議の形骸化やいじめ事件への対応などが問題にな

り、2015年の法改正で首長が教育委員会のトップである教育長を任命する仕組みになった。

GIGAスクール構想が軌道に乗るかどうかも首長の動きに左右される面がある。 

首長には教育委員会と協議して教育の目標や施策を「大綱」にまとめる権限がある。萩生田

光一前文部科学相は 21年 4月、端末が未配備だった自治体の首長に直接連絡したと明らか

にした。「ぼーっとしている自治体」「納品はされたが学校ではなく自治体の倉庫にあるとい

う首長もいた」などと言葉の端々に不満をにじませた。 
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